
令和 2 年 12 月

令和 2 年度 令和 16 年度

１．事業概要

＊1 「最大出力」・「Kwh当り単価」・「平均施設稼働年数」、は保有している発電施設のうち最大のものを記載。「年間発電電力量」及び「年間電力料収入」は、

    保有する全ての発電施設の合計を記載。

H29 H30 R01

H29 H30 R01

H29 H30 R01

H29 H30 R01

＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

平 均 施 設 稼 働 年 数 ＊ 1 20年

（２）現在の経営状況

0千円

資 金 不 足 比 率
＊ 2

※過去３年度分を記載
0% 0% 0%

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　太陽光発電所については、平成25年10月29日より売電開始し、平成29年6月30日に3箇所目の売電が開始となった。
売電収入を発電施設のリース料施設管理費等の支払いに充てている。
　小水力発電所については国・県の交付金及び補助金を受け建設し、平成29年7月20日より運転開始している。収益に
ついては補助採択要件に基づき農業関連施設の電気代に充当している。
　収益的収支比率は100％を超えており、安定した売電収入が得られている。今後も計画的な運転管理・保守管理に努
めていく。

124.4% 120.6%

純 損 益
※過去３年度分を記載

～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

箇所

3箇所太陽光発電

ごみ発電 箇所

Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数

年 間 電 力 料 収 入
＊ 1

※過去３年度分を記載
223,934千円 379,152千円 365,181千円

経 常 収 支 比 率
（又は収益的収支比率）
※過去３年度分を記載

121.8%

1箇所

風力発電

別添５－１

最 大 出 力
＊ 1

中之条町電気事業経営戦略

1,999kw

（１）事業形態等

1人職 員 数

団 体 名 ： 中之条町

事 業 名 ： 中之条町発電事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

年 間 発 電 電 力 量 ＊ 1 8,758,898kwh

kwh 当 た り 単 価
＊ 1 40円

4箇所

発 電 施 設 数

0千円 0千円

水力発電



２．将来の事業環境

（１）

（２）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

　①収支計画のうち投資についての説明

　②収支計画のうち財源についての説明

　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

老朽化対策の見通し

〇太陽光発電施設については、パワーコンディショナーの定期点検や部品交換のための積立を実施し計画的な更新対
策を図る。また、撤去時の費用積立も実施し自然環境への負荷軽減を図る。

〇小水力発電施設につては、各設備の定期点検や日常点検において、部品交換を随時実施し、大規模な部品交換の発
生に対しては　発電事業全体での費用連携を図る。計画的なメンテナンスを実施し長寿命化を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

〇維持修繕費等
　定期点検及び日常点検でのメンテナンスにより施設の健全化を保ち、将来的な修繕費用の圧縮と施設の長寿命化に
取り組む。
〇保守委託費等
　保安及び運営業務等、契約内容の見直しを行い経費削減を図る。
〇一般経費等
　施設運営に係る光熱水費・通信運搬費・各種使用料等、適宜適切な見直しを行い経費の削減を図る。

　　中之条町は、平成23年3月に発生した東日本大震災による甚大な被害やこれを起因とした原子力発電所の事故を教
訓に、「小さな自治体の責任を果たす」を理念とし、「再生可能エネルギーのまち中之条」を宣言し、再生可能エネ
ルギーの導入を推進し、もって持続可能な循環型社会を構築、地球温暖化防止・低炭素社会の実現、自然環境への負
荷軽減、同時に電力の地産地消の取り組みを通じて活力のある住みよいまちづくりを行うことを経営の基本方針とし
ている。

料金収入の予測

（１）（２）共通
　太陽光発電事業については、パネルの経年劣化を考慮し、年0.5％の収入減少を見込んでいる。また、天候による影
響を受けやすい発電事業でもあるため収入予測は難しいが、健全な運営管理に努め収入の安定化を図っていく。
　小水力発電事業については、農業用水を利用した従属発電であり、使用水量による発電量が設定されているため、
比較的安定的な収益を見込むことが可能であるが、灌漑期における減水調整等、地元土地改良区との連携により収入
の安定化を図っていく。

〇太陽光発電事業
　発電施設リース代：公募型プロポーザル方式により施設リース契約者を選考し２０年間のリース契約を締結。リー
ス代には初期の建設費用も含まれる。
〇小水力発電事業
　国・県の交付金及び補助金を受けた施設である。地域振興及び農業振興を目的とし、収益は農業関連施設の電気代
に充当している。
〇現在のところ、資本形成に向けた新たな事業展開の予定はないが、可能性の検討については継続していく。

〇売電収入
　営業収入は売電による料金収入のみである。太陽光発電における収入割合が９５％と高いため、経年劣化及び、自
然環境に左右されやすい等の懸念はあるものの収益的収支比率１００％以上の確保に努める。
　また、売電収益の一部を基金に積立し、定期保守・撤去費用及び災害時等のリスクに備える。関係機関と連携し設
備利用率の向上に努め、売電収入の安定確保を図る。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　人口減少・少子高齢化等、中山間地域における自治体の在り方も大きな変革が求められている。本町の目的は、原発に
代わるエネルギー施策として「小さな自治体としての責任を果たす」、町に産業を興す、「持続可能なまちづくり」を基
本とし、地産地消を柱にして取組を行っている。発電した電力は固定価格買取制度により２０年間の安定運営が実施可能
である。町の再生可能エネルギー事業に再投資も可能であり自主財源確保からも公営企業として実施することは適当であ
る。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

〇発電量等のモニタリングを実施し、経営戦略の事後検証、見直しを行う。

〇収支計画については、年度決算を利用し毎年度進捗管理を行う。

〇経営状況や経営戦略の点検見直しについては、町ホームページに公表する。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消
に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュール等を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組につ
いて、その内容等を記載すること。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

_ （単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成30年度令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 1 (A) 380,393 434,543 351,677 352,420 356,637 383,253 344,783 345,562 341,390 348,131 358,632 336,366 337,188 333,060 342,325 329,788 138,763

2 （１） (B) 379,164 420,482 350,586 348,833 347,089 345,354 343,627 341,909 340,200 338,499 336,807 335,123 333,447 331,780 330,121 328,470 116,826

3 ア 379,152 365,181 350,568 348,815 347,071 345,336 343,609 341,891 340,182 338,481 336,789 335,105 333,429 331,762 330,103 328,452 116,820

4 イ (C) 47,135

5 ウ 12 8,166 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 6

6 （２） 1,229 14,061 1,091 3,587 9,548 37,899 1,156 3,653 1,190 9,632 21,825 1,243 3,741 1,280 12,204 1,318 21,937

7 ア 1,212 917 1,065 1,081 1,097 1,113 1,130 1,147 1,164 1,181 1,199 1,217 1,235 1,254 1,273 1,292 1,311

8 イ 17 13,144 26 2,506 8,451 36,786 26 2,506 26 8,451 20,626 26 2,506 26 10,931 26 20,626

9 ２ (D) 305,730 360,228 309,163 311,835 317,998 344,406 306,857 310,403 305,813 319,643 325,441 305,418 306,418 237,226 253,451 238,153 116,131

10 （１） 296,071 333,392 285,663 288,395 294,618 321,085 283,595 287,200 282,669 296,557 302,413 282,448 283,505 214,370 230,652 215,410 93,444

11 ア 7,511 7,624 7,738 7,854 7,972 8,092 8,213 8,336 8,461 8,588 8,717 8,848 8,981 9,116 9,253 9,392 9,533

12

13 イ 288,560 325,768 277,925 280,541 286,646 312,993 275,382 278,864 274,208 287,969 293,696 273,600 274,524 205,254 221,399 206,018 83,911

14 （２） 9,659 26,836 23,500 23,440 23,380 23,321 23,262 23,203 23,144 23,086 23,028 22,970 22,913 22,856 22,799 22,743 22,687

15 ア

16

17

18 イ 9,659 26,836 23,500 23,440 23,380 23,321 23,262 23,203 23,144 23,086 23,028 22,970 22,913 22,856 22,799 22,743 22,687

19 ３ (E) 74,663 74,315 42,514 40,585 38,639 38,847 37,926 35,159 35,577 28,488 33,191 30,948 30,770 95,834 88,874 91,635 22,632

20 1 (F)

21 （１）

22

23 （２）

24 （３）

25 （４）

26 （５）

27 （６）

28 （７）

29 ２ (G)

30 （１）

31

32 （２） (H)

33

34 （３）

35 （４）

36 （５）

37 ３ (I)

38 (J) 74,663 74,315 42,514 40,585 38,639 38,847 37,926 35,159 35,577 28,488 33,191 30,948 30,770 95,834 88,874 91,635 22,632

39 (K) 62,017 72,026 42,089 40,179 38,253 38,458 37,547 34,807 35,221 28,203 32,859 30,639 30,462 94,876 87,985 90,719 22,406

40 (L) 38,243 50,889 53,178 53,603 54,009 54,395 54,784 55,163 55,515 55,870 56,155 56,487 56,797 57,104 58,063 58,952 59,868

41 (M)

42 (N) 50,889 53,178 53,603 54,009 54,395 54,784 55,163 55,515 55,870 56,155 56,487 56,797 57,104 58,063 58,952 59,868 60,094

43 (O)

44 (P) 50,889 53,178 53,603 54,009 54,395 54,784 55,163 55,515 55,870 56,155 56,487 56,797 57,104 58,063 58,952 59,868 60,094

45 (Q)

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

令和15年度令和16年度令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和８年度 令和９年度 令和10年度

営 業 外 費 用

項番 令和12年度令和13年度令和14年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

_ （単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成30年度令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和15年度令和16年度令和11年度令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度項番 令和12年度令和13年度令和14年度

46 (Q)

47 (B)-(C)

48 (A)

49 (D)+(H)

50

51

52 (S) 379,164 373,347 350,586 348,833 347,089 345,354 343,627 341,909 340,200 338,499 336,807 335,123 333,447 331,780 330,121 328,470 116,826

53

54 （T)

55 (U)

56 (V)

57

58 (W)

59 (X)

60 ○他会計繰入金 （単位：千円）

61 年　　　　　度 平成30年度令和元年度 令和２年度

62 区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

63 1,212 917 1,065 1,081 1,097 1,113 1,130 1,147 1,164 1,181 1,199 1,217 1,235 1,254 1,273 1,292 1,311

64

65 1,212 917 1,065 1,081 1,097 1,113 1,130 1,147 1,164 1,181 1,199 1,217 1,235 1,254 1,273 1,292 1,311

66

67

68

69 1,212 917 1,065 1,081 1,097 1,113 1,130 1,147 1,164 1,181 1,199 1,217 1,235 1,254 1,273 1,292 1,311

70 ○積立金（基金）残高 （単位：千円）

71 年　　　　　度 平成30年度令和元年度 令和２年度

72 区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

73 147,362 206,271 247,556 283,654 311,078 311,732 348,475 378,401 412,818 425,892 437,347 466,145 493,323 587,395 657,511 744,828 745,830

74 34,000 41,000 48,000 55,000 62,000 69,000 76,000 83,000 90,000 97,000 104,000 111,000 118,000 125,000 132,000 139,000 141,000

75 34,000 41,000 48,000 52,520 51,095 21,335 28,335 32,855 39,855 38,430 24,830 31,830 36,350 43,350 39,445 46,445 27,845

76 79,362 124,271 151,556 176,134 197,983 221,397 244,140 262,546 282,963 290,462 308,517 323,315 338,973 419,045 486,066 559,383 576,985

積 立 金 残 高

うち　太陽光発電所撤去積立

うち　太陽光発電所　パワコン修繕積立

うち　再エネ活用基金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

110 110

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

114 113 112 111 112 111収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 124 121

赤 字 比 率 （ ×100 ）

112 109

令和12年度令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度

110 140 135 138 119
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